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#11-29 

【７月１６日～７月２２日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２３年７月２５日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼ティモシェンコ前首相に対する刑事訴追 

・１８日及び２２日、キエフ市ペチェルスク裁判所は、ティモ

シェンコ前首相に対する刑事訴追の審議を実施。キレイェフ

裁判官は、１８日、審議妨害等を理由に、ヴラセンコ弁護人

の同日以降の２００９年対露ガス価格契約に関する審議への

参加の権利剥奪、及び、ＢＹＴ議員１名の退出を命令。ティ

モシェンコ前首相側弁護人は、２２日に読み上げられた検事

調書が事前に被告側に渡された文面とは異なる旨指摘。 

・１９日、ヴラセンコ弁護人（ＢＹＴ議員）は、欧州人権裁判所に

おいて、本件に関する提訴に特別なステータスが与えられ、

裁判プロセスが短縮される可能性に言及。 

・２１日、クジミン検事総長代行は、ティモシェンコ前首相がホ

テル、レストラン等で「Somolli Enterprises」社名義のクレジット

カードで１億ドル以上を決済していた旨公表し、露ガス価格

契約で私腹を肥やしていた可能性がある旨指摘。 

▼その他の刑事訴追 

・１９日、検事総局は、ヴォルハ金融サービス市場国家規制

委員会委員長を汚職（５０万ドルの収賄容疑）の疑いで拘束、

拘置所に移送。２０日、キエフ市ペチェルスク裁判所はヴォ

ルハを２ヶ月間拘置することを決定。ヴォルハ委員長は２０１

０年３月２２日、ウクライナ共産党枠で現職に任命。 

・ニューヨーク南部地区裁判所は、ティモシェンコ前首相が

詐欺、人権侵害及び強要容疑スイス企業「ロスウクルエネル

ゴ」及びその共同経営者であるフィルタシュを提訴していた

裁判を９月９日まで延期することを決定。 

・２２日、クリミア自治共和国検察は、パヴリュク・オデッサ商

業港長を職権濫用容疑で逮捕。１７万フリヴニャ（約２万１００

０ドル）以上をホテル「オデッサ」の改修経費として不正支出

した容疑。政治学者ズィリャンスキーのコメント：「パヴリュク

港長はティモシェンコ前首相派の人物であり、地域党政権と

は無縁。彼は２０１２年に予定されているオデッサ港民営化

の妨げとなる恐れがあるので、排除された可能性有り。」 

▼刑事訴追に対する懸念表明 

・１８日、チャヴシュオール欧州評議会議員会議（ＰＡＣＥ）議

長は、審議内容への干渉は避けるとしつつ、裁判プロセス

は透明度が高く公正なものとすべきである旨発言。 

・１９日、クレーマー米国ＮＧＯ「Freedom House」代表他２名

は、野党政治家に対する刑事訴追は国内外の信頼を失うも

のであると指摘し、自ら墓穴を掘るのは止めるよう呼びかけ

る旨のヤヌコーヴィチ大統領宛書簡を発出。これに対しゲ

ルマン大統領顧問は２０日、ウクライナに政治的訴追はなく、

ティモシェンコ前首相及びルツェンコ前内相に対する訴追

を過度に政治化しないよう呼びかけ。 

▼大統領・政府の動き 

・１９日、モギリョフ内相は、ヤヌコーヴィチ大統領と会談、２０

１０年８月のハリコフにて発生した報道関係者失踪事件等の

捜査状況につき報告。 

▼その他 

・２２日、ラズムコフ研究所が世論調査結果を発表。５月初旬

のヤヌコーヴィチ大統領支持率は９．７％で、１年前の４分の

１となり、これまでで最低の水準を記録。歴代大統領の中で

も最大の支持率下落。現時点で大統領選挙が行われた場

合のヤヌコーヴィチ候補の予想得票率は１４．６％、最高会

議選挙が行われた場合の地域党得票率は１３．５％、野党得

票率は２２％。 

２．経済 

▼マクロ経済 

・２０日、アザーロフ首相は、２０１１年上半期のＧＤＰ成長率

が、加工業、建設、エンジニアリング・化学製品の好調により、

４．４％であったと発言。政府は２０１１年のＧＤＰ成長率を４．

７％と予想。 

・２２日、ＥＢＲＤは、２０１１年におけるウクライナのＧＤＰ成長

率見通しを４．５％から５．０％、インフレ率見通しを７．８％か

ら９．０％に修正。 

▼政策 

・２０日、アザーロフ首相は、経済発展・貿易省、財務省及び

地域発展・建設・公共サービス省に対して、２０１１年上半期

における国内の社会経済発展に関する詳細レポートの作成

を指示。 

・２２日、アニシェンコ保健相は、２０１５年から２０１６年にか

けて、国家医療保健制度を導入予定と発言。 

▼農業 

・１８日、農業政策・食料省は、同日時点で、５５０万ヘクター

ルの耕作地（総耕作地の４８％）から１，５６０万トンの穀物及

び豆類を脱穀したと発表。 

・２１日、プリシャジュニク農業政策・食料相は、現時点の収

穫状況を踏まえると、今年の穀物収穫量は４，７００万トンを

上回る見込みである（２０１０年収穫量は３，９３０万トン）、した

がって２，３００万トンの輸出が可能と発言。 

▼その他 

・１８日、国税局は、通貨流通の１０～１７％は闇経済と見積も

られる、不正ビジネスによる利益取得が大きい地域はドニプ

ロペトロフスク、ハリコフ、オデッサ及びキエフと発表。 
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・１８日、コレースニコフ副首相兼インフラ相は、我々はキエ

フとロシア国境地を結ぶ必要がある、このため、キエフ・ドニ

プロペトロフスク間の高速道路建設を計画する予定と発言。 

・２１日、インフラ省は、２０１１年９月１日より、ボリスポリ空港

の国内線ターミナルをＡターミナルからＢターミナルに変更

することを計画中と発表。 

▼ガス問題 

・１９日、アザーロフ首相は、ウクライナの主要ガス・パイプラ

イン「ウレンゴイ・ポマルィ・ウジゴロド」の近代化作業の第１

段階開始に関する式典に参加。 

・１９日、ナフトガスは、ウクライナのガス輸送システム近代化

に対する約３億ドルの資金供与に関する文書を欧州復興開

発銀行及び欧州投資銀行と署名。 

・２０日、エネルギー石炭産業省は、本年第３四半期の露天

然ガス輸入価格は、第２四半期の１，０００立方平方メートル

あたり２９７ドルから１９．２パーセント上昇し、３５４ドルとなる

旨発表。 

３．外政 

▼１７～１８日、グリシチェンコ外相のブリュッセル訪問 
・１７日、グリシチェンコ外相は、シコルスキ・ポーランド外相

と会談、ウクライナ・ＥＵ連合協定交渉の進捗状況、ウクライ

ナの欧州統合プロセス、国際情勢等につき協議。 

・１８日、グリシチェンコ外相は、ウクライナの欧州統合を支

持するＥＵ内の「ウクライナ・フレンズ」グループ会合に出席。

グリシチェンコ外相は、ウクライナの将来的なＥＵ加盟の展

望がウクライナ社会には必要である、右展望が連合協定本

文に盛り込まれるよう強く求めていく旨強調。 

・１８日、グリシチェンコ外相は、デ・グフト貿易担当欧州委員

と会談。双方は、９月末に開催される予定の東方パートナー

シップ・サミットまでにＥＵ・ウクライナ間の深化した包括的Ｆ

ＴＡ交渉を終了させる意向を改めて確認。 

▼その他 
・１９日、閣僚会議は、ピャートニツキー前経済次官を欧州統

合問題担当政府全権に任命。 

４．防衛 

▼１８～２０日、ＮＡＴＯ軍事代表団公式訪問 

・１８日、国防省は、ウクライナとＮＡＴＯの協力関係の現状と

発展見通し及びウクライナ軍の運用能力向上策について議

論する旨発表。 

・１９日、外務省は、ＮＡＴＯ指揮下における多国籍演習及

び平和構築活動へのウクライナの参加可能性について議論

した旨発表。 

・１９日、国防省は、特殊作戦部隊の創設について発表、Ｎ

ＡＴＯ軍事代表団との会談で議論した旨言及。 

・２０日、国防省は、ウクライナ軍改革のためのコンサルタン

トとしてＮＡＴＯと米軍から２人の軍曹をウクライナ国防省に

派遣する可能性について議論した旨発表。 

▼ウクライナ・ポーランド・アメリカ合同演習「安全な空

―２０１１」 

・１８日、ウクライナ・アメリカ・ポーランド合同演習「安全な空-

２０１１」が開始。ニキフォロフ空軍航空第一副司令官は、本

演習が来年度開催される欧州選手権ＥＥＵＲＯ－２０１２のホ

スト国であるウクライナとポーランドにとって非常に重要であ

る旨発言。 

▼その他 

・１８日、輸出管理庁は、２０１０年度のウクルスペツエクスポ

ルト社の武器輸出額が９億５，６７０万ドルに達した旨発表。

主な取引先はスーダンとコンゴ民主共和国等アフリカ諸国。 

・１９日、ＳＴＡＲＴ－１に基づくＳＳ－２４大陸間弾道ミサイル

からの固体燃料処分のための設備費として４００万グリブナ

を支出。 

 

 

（了） 


